
No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 就学（就園）時健康診断
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 小林 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

4,040 4,063 4,076

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　就学（就園）予定者に対し、あらかじめ健康診断を行い、就学予定者の心身の状況を把握し、保健上
適正な就学についての指導を行い、義務教育の円滑な実施に資することを目的とする。また、結果に基
づき治療の勧告や保健上必要な助言を行う。

対象者
等

区内在住の翌年度小学校就学予定者（幼稚園・こども園就園予定者）

内容

○保護者への通知　９月中旬から下旬
　受診票を就学関係送付物（学事第一係就学担当）に同封し各家庭へ郵送する。
○実施会場・時期　例年１０月上旬から１１月下旬
　学齢簿作成（１０月１日）後、随時各小学校を受診会場とし実施する。
○検査項目
　① 栄養状態　　② 脊柱と胸郭の疾病及び異常の有無　　③ 視力及び聴力
　④ 眼の疾病及び異常の有無　　⑤ 耳鼻咽喉疾患及び皮膚疾患の有無
　⑥ 歯と口腔の疾病及び異常の有無　　⑦ その他の疾病及び異常の有無（※ 知能検査は⑦に含む）
（就園時健康診断　こども園（長時間）：上記①②⑦※　幼稚園・こども園（短・中時間）：上記①②
④⑤⑥⑦※　※いずれも知能検査は行わない）

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-03-01 就学時健康診断

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-02 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法
学校保健安全法施行令終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 33

経過

○昭和３３年の学校保健安全法施行により制度化され実施
○学校保健安全法施行規則の一部改正（平成１５年度就学予定者から適用）
　⇒知能検査については、標準化された知能検査法以外の方法によることも可能であるため、検査法を
　　限定せず、適切な方法であればよいこととなった。当区は、識見者及び教諭から意見を聞き、検討
　　した結果、従前どおりのペーパー方式（小面接併用）による知能検査を行うこととした。
○通学区域の学校を指定の受診会場とするが、平成14年度（15年度就学予定者）から学校選択制度の実
　施に合わせ、指定校以外での受診も可とした。

必要性

　学校保健安全法により、就学時健康診断を行わなければならないとされている。また、就学予定者に
対して、あらかじめ心身の状況を把握し、保健上必要な勧告、助言を行うとともに適正な就学を図るこ
とは、義務教育の円滑な実施に資することからも必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

　教育委員会が実施主体となり各学校で実施。児童等健康診断委託：荒川区医師会（2,769千円）、就学
及び就園時健康診断委託（歯科）：荒川区歯科医師会（917千円）

27年度 28年度 29年度

3,922 3,942 4,076
3,944 3,915 3,908 4,034
3,775 3,793 3,788 3,916

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
就学時健診受診者（人） 1,363 1,476 1,531 1579 1544 1,579 1,579

27年度

就園時健診受診者（人） 293 245 285 243 213 204 204

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

委託料 就学時健康診断委託 3,685 委託料 就学時健康診断委託
需用費 就学時知能検査用紙等 299需用費 就学時知能検査用紙等 237 需用費 就学時知能検査用紙等 257

3,685 委託料 就学時健康診断委託 3,777

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

受診者数/対象者数 ※学校健診終
了時（転出者及び外国籍含）

　受診率の向上のため、健康診断の実施期間中に未受診者へ受診勧奨を通知している。それにより健診期
間の最終日の実施校の受診者数が大幅に増え、最終実施校の負担も増加する可能性がある。

学校受診率（％） 94.5 94.4

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標

95 95 95

指標に関する説明

3,942 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　学校保健安全法第１１条により実施する義務がある。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　学区域内での受診率向上のため、
引き続き事前に日程表を幼稚園、保
育園及び保護者へ通知する。

　最終日の実施校は他校からの受
診者が増加するため、学務課担当
者が手伝いに行くなど、学校負担
の軽減が必要である。

　保護者負担の軽減のため、転出者
や区域外就学を予定している者の健
診関係文書を、教育委員会間で送受
した。

　学区域内での受診率向上のため、
事前に日程表を幼稚園、保育園及び
保護者へ通知した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　保護者負担の軽減のため、転出者
や区域外就学を予定している者の健
診関係文書を、引き続き教育委員会
間で送受する。

行政費用合計(b) ‐ 8,649 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 8,649

‐ 0

‐

▲ 8,649

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 8,649

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 4,614

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、委託料としての物件費が多くなっている。主な内訳としては、就学時健康診断委託に3,685
千円かかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 93



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 学校保健会補助
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 大塚 内線 3338

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

350 350 350

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　学校保健関係者（学校医、学校歯科医、学校薬剤師、学校教職員、ＰＴＡ等）による学校保健の研
究、普及及び促進を図ることを目的に設置された荒川区学校保健会の運営に対する補助を目的とする。

対象者
等

荒川区学校保健会

内容

　荒川区学校保健会補助金交付要綱を制定し、それに基づき補助金を交付している。
　荒川区学校保健会（任意団体）の活動内容等は以下のとおり。
　・設置年月日　昭和34年3月26日
　・会員　学校医、学校歯科医、学校薬剤師、学校教職員（校長、副校長、養護教諭）、ＰＴＡ
　・役員の構成　会長1名、副会長6名、常任理事11名、監事2名
　・部会の構成　学校医部会、学校歯科医部会、学校薬剤師部会、学校長部会、副校長部会、
　　　　　　　　養護教諭部会、学校保健協力（ＰＴＡ）部会の7部会で構成。
　○学校保健会の事業
　　　・学校保健管理及び安全管理その他の保健活動の推進　・学校保健関係講習会等への参加
      ・学校保健に関する研究、調査並びに施策 ・学校施設、設備に関する必要な指導と助言
      ・学校保健大会等の開催(平成29年度荒川区学校保健大会(1/25ムーブ町屋)開催予定)

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-04-01 学校保健会補助

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-03 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法、荒川区学校保健会補助金交
付要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 34

経過

　昭和33年学校保健法制定に伴い、荒川区においても学校保健に関する連携を図る必要があると、荒川
区の児童生徒の健康づくりの関係者から学校保健会設置の声が上がり、昭和34年3月に荒川区学校保健会
を設置した。
　・運営費補助金の額
　　　8 年度　480千円、9～10年度　450千円、11年度　405千円、12～15年度　385千円、
　　　16～19年度　350千円　20年度（一般補助金 350千円・50周年事業補助金 561千円）
　　　21年度以降　350千円

必要性

　荒川区の児童生徒の健康づくりの関係者が学校保健に関する連携を図る必要性から設置された経緯に
鑑み、自主財源のない荒川区学校保健会の円滑な運営のため補助を行う必要がある。

実施
方法

1直営

　会としての自主財源はなく、事業については主に区からの補助金等で実施している。

27年度 28年度 29年度

350 350 350
350 350 350 350
350 350 350 350

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
学校保健大会の参加者(人) 254 275 213 243 227 203 250

27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 荒川区学校保健会に対する補助 350負担金補助等 荒川区学校保健会に対する補助 350 負担金補助等 荒川区学校保健会に対する補助 350

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 350 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　23区等市区町村レベルの他、都道府県レベルの（財）東京都学校保健会、国レベルの（財）日本学校保
健会がある。

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

参加者数(人)

　年に1度の学校保健大会の周知徹底を行うとともに、学校保健に関する情報については各園小中学校間で
差異が出ないよう、共有を行う。

学校保健大会の保護者等参加人数 243 227

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標

275 275 300

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　各学校で組織される学校保健委員会の上部組織としての役割が期待さ
れており、引き続き補助を継続する必要がある。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　チラシでの案内だけでなく、区
のHPやツイッター等効果的な媒体
の活用を検討する。

　チラシデータを学校へ送付し、必
要部数を印刷・配布してもらった
が、参加者の増加にはつながらな
かった。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　学校保健大会の保護者への周知方
法について、チラシだけではなく、
HPに掲載するなど、新たな策を検討
する。

行政費用合計(b) ‐ 2,233 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 2,233

‐ 0

‐

▲ 2,233

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 2,233

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 1,846

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、荒川区学校保健会に対する補助として350千円かかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 37



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 う歯予防対策
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 大塚 内線 3338

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

8,394 8,478 8,678

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　学校における児童、生徒のう歯予防を総合的に推進するため、処置主義を徹底する。これと平行して
歯牙の強化のため、児童生徒に対して講話、歯みがき（ブラッシング）指導及びフッ化物洗口を含む、
むし歯予防を推進する。

対象者
等

区立小中学校に在籍する児童生徒（対象学年  小学１～６年生、中学1年生）

内容

1 小3、小5、中1対象事業
　○荒川区歯科医師会への委託内容
　　・ 歯科医師による講話
　　・ 歯科衛生士による歯みがき指導（ブラッシング）、歯垢染め出し
　　・ フッ化物洗口　[希望者のみ実施]0.055％フッ化ナトリウム水溶液（５～１０ml）
　○荒川区薬剤師会への委託実施する内容
　　・希望者に３ヶ月分のフッ化物洗口薬剤と専用ボトルを配付
2 小1対象事業
　○荒川区保健所による歯みがき指導を実施
3 全小学生対象事業
　○健全歯児童及び処置済児童等へ「よい歯のバッチ」を配付

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-05-01 う歯予防対策事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-04 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法・学校保健安全法施行規則・
荒川区健康増進計画（平成24～28年度）終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 42

経過

昭和42年～　区立小中学校にて、対象学年、方法等を改めながら、フッ素塗布を実施
平成15年度　平成3年度から小3、5、中1を対象に実施してきたフッ素塗布及びマウスピース法を改め、
　　　　　　「フッ化物洗口法」で実施
平成20年度  保健所の歯科衛生士による小学校１年生を対象とした歯みがき指導を実施
平成22年度  小学生を対象とした「よい歯のバッチ」の作成を各校で開始
平成23年度  モデル校２校（第七峡田小学校、第三日暮里小学校）による「給食後の歯みがき」を実施
平成24年度 「新たな歯科保健推進計画」に基づき、小学校全校で「給食後の歯みがき」を各学校の
　　　　　　時程、設備環境に応じて実施。
平成28年度 「学校歯科保健推進計画（平成29年度～33年度）」を策定（平成29年3月）
平成29年度　学校歯科保健に関する研究会の名称を「荒川区児童・生徒う歯予防関係者研究会」から
　　　　　 「荒川区児童・生徒歯と健康づくり研究会」へ変更

必要性

　学校で行う定期健康診断だけでは、う歯の有病者率を低下させる事は出来ない。歯の大切さの講義、
歯みがき指導、フッ化物洗口によるう歯予防の授業をきっかけに、児童生徒自らがう歯予防に取組む姿
勢を醸成する必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

・う歯予防対策事業委託、フッ化物洗口用薬剤配付委託（対象：小3・小5・中1）：歯科医師会、薬剤師
会（4,870千円）　・歯みがき指導（対象：小1）：保健所歯科衛生士、臨時職員が巡回

27年度 28年度 29年度

7,308 7,408 8,678
8,487 8,389 8,151 8,266
7,819 7,974 7,367 7,492

26年度

フッ化洗口薬剤配付者数（小、中）

28年度 29年度

725 707 658

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
う歯予防指導日参加者数（小､中） 3,561 3,608 3,595 3,595 3,691 3,672 3,800

27年度

フッ化物洗口実施者数（小、中） 2,965 2,999 3,009 2,833 2,916 3,128 3,237
660 604 618 760

小学校１年生を対象とした歯みがき指導 1,297 1,243 1,344 1,386 1,450 1,395 1,422

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 よい歯のバッチ等 2,303 需用費 よい歯のバッチ等
賃金 小学1年指導歯科衛生士（臨時職員）賃金 288賃金 小学1年指導歯科衛生士（臨時職員）賃金 254 賃金 小学1年指導歯科衛生士（臨時職員）賃金

委託料 う歯予防指導等 4,751 委託料 う歯予防指導等 4,769

254
2,385 需用費 よい歯のバッチ等 3,060

委託料 う歯予防指導等 5,330

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　実施主体は、学校、学校歯科医等異なるが、各区で歯みがき指導等を実施している。

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

0.5 0.5

参加者数／対象者数

（未処置歯本数＋喪失歯本数＋
処置歯本数）／受診者数

・う歯予防対策研究会での委員からの助言、養護教諭部会からの意見をもとに、学校・児童生徒の実態に
応じた、効果的な事業を実施する必要がある。
・小学校での「給食後の歯みがき」を継続して実施する必要がある。

う歯予防指導日参加率 95.7 95.6

（未処置歯本数＋喪失歯本数＋
処置歯本数）／受診者数

DMFT指数（中学校1年生） 1.26 0.98 0.87 0.87 1.0

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

指
　
　
　
　
標 DMFT指数（小学校6年生） 0.52 0.59

94.5 96 98

指標に関する説明

7,408 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

H28予特　う歯予防事業の対象について

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　「学校歯科保健推進計画」に基づき、う歯予防事業を推進していく必
要がある。

0.52

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　学校と歯科医師会との連携を強
化し、情報共有と課題の共通理解
を図り、効果的な事業を実施す
る。

　フッ化物洗口の家庭での継続実施
のため、リーフレットを改善し、洗
口用薬剤の購入可能薬局の一覧を掲
載した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　取り組みが、一過性にならず、家
庭等での継続実施につながるよう、
周知文、リーフレットを改善する。

行政費用合計(b) ‐ 12,115 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 12,115

‐ 0

‐

▲ 12,115

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 12,115

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 4,614

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、需用費及び委託料として物件費が多くなっている。よい歯のバッチ等購入費として2,385千
円、う歯予防指導等委託として4,769千円かかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 93



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 一般給食事業
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 鎌田・小出 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度） 01-01-01 一般給食事業

47,704 97,850 57,749

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　児童・生徒の心身の健全な発達のために、バランスのとれた栄養豊かで安全衛生的な食事を提供する
ことにより、健康の増進、体位の向上を図るとともに、正しい食事のあり方や望ましい食習慣を身につ
け、好ましい人間関係を育てる。

対象者
等

区立小中学校に在籍する全児童・生徒、教職員

内容

・ふれあい給食（地域の方々などを給食へ招待する）の実施
・給食運営のための食器、調理器具、衛生関係品、児童生徒用白衣等の購入
・調理機器の修繕
・学校栄養職員等の腸内細菌検査、ノロウイルス検査、寄生虫卵検査
・学校給食おかずの食品衛生検査
・学校給食原材料検査（検査材料費）
・給食用ボイラーの保守点検
・給食室の給排気設備・換気扇清掃・グリストラップ清掃
・給食室の害虫防除

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-01-01 一般給食事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-24 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、学校給食衛生管理基準、大量調
理施設衛生管理マニュアル終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 29

経過

・平成24年度　東京都による給食食材の放射性物質測定検査へ参加（～25年度）
・平成25年度　荒川区学校給食における食物アレルギー対応指針を策定。アレルギー対応食用食器及
　　　　　　　びお盆を購入
　　　　　　　汐入東小の増設校舎に給食室を整備（26年4月開校）
　　　　　　　ノロウイルス対策として、学校栄養士の下半期月1回のノロウイルス定期検査開始
・平成26年度　第三瑞光小に配膳室整備
　　　　　　　学校栄養士に加え、調理員のノロウイルス定期検査も開始
・平成27年度　食物アレルギー対応指針　改訂
・平成28年度　第五峡田小給食室の備品強化整備（～29年度予定）
　　　　　　　第三瑞光小の増設校舎に給食室を整備（29年4月開校）

必要性

　バランスのとれた栄養豊かで安全衛生的な給食を提供することが必要であり、学校教育の中で生きた
教材として、食育を進める上でも重要である。本事業は安全衛生的な給食提供のための基本的事業であ
る。

実施
方法

2一部委託

学務課・小中学校で実施。

27年度 28年度 29年度

38,709 88,255 57,749
42,514 42,793 75,663 51,633
37,585 39,291 73,164 45,077

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
ふれあい給食(小学校)実施人数 2,026 1,755 1,636 2,400 1,536 1,494 2,400

27年度

ふれあい給食(中学校)実施人数 21 26 29 30 38 38 40

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

役務費 0 役務費 物品処分手数料
需用費 給食運営消耗品、修繕費等 38,541需用費 給食運営消耗品、修繕費等 32,634 需用費 給食運営消耗品、修繕費等

委託料 換気扇清掃、栄養士検便検査料等 6,075 委託料 換気扇清掃、栄養士検便検査料等 5,322

35,975

3 役務費 物品処分手数料 35

備品購入費 0 備品購入費 増設校舎給食室整備等

委託料 換気扇清掃、栄養士検便検査料等 13,055

46,955 備品購入費 五峡小給食室備品強化整備 6,118

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

・ボイラー、食器洗浄機、食器消毒保管庫等の高額備品の更新が先送りになっており、それに伴って物品
　修繕費が多額になっている。備品の計画的な更新について検討する必要がある。
・感染症が流行している時期を中心に、給食での二次汚染・食中毒につながらないよう注意喚起してい
く。

食中毒事件の発生件数 0 0

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標

0 0 0

指標に関する説明

68,523 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

H23四定　給食の放射性物質測定検査の実施に関する陳情が趣旨採択された
H24四定　給食完全無償化の実施を
H28四定　給食完全無償化の実施を

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　関係法令を遵守した学校給食を実施するための経費である。
　安定的な給食運営とするための対策を講じる必要があり、優先度は高
い。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　引き続き事故防止に向けた取り組
みを継続する。

　機器の故障を未然に防ぐため、
日常点検を確実に行うよう指導し
ていく。

　衛生講習会・栄養職員会をとお
して事故防止の啓発・指導を継続
して行っていく。

　計画的な保守点検を実施し、必要
なところは長期休業中を中心に備品
の修繕を行った。

　合同研修をとおして、事故防止に
向けた啓発を行うことができた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　定期的な保守点検に加え、計画的
に備品の更新を行う。（別事業）

行政費用合計(b) ‐ 103,345 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 103,345

‐ 0

‐

▲ 103,345

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 103,345

減価償却費 ‐ 23,525 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 11,073

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、物件費として主に給食運営消耗品費、給食物品修繕費等35,975千円、給食室換気扇清掃等
5,322千円、給食用備品費46,955千円がかかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 224



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 学校栄養職員報酬
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 小出 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度） 01-01-03 学校栄養職員報酬

62,859 63,169 65,586

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　都費学校栄養職員の配置基準は、区市町村学校数の1/2の人数であるため、都費栄養士が配置されてい
ない学校に区費で栄養士（非常勤）を配置する。
　これにより、栄養や健康の専門家として安心安全な給食を提供し、児童生徒の生涯にわたる心身の健
康づくりへとつなげていく。さらに、学級担任や養護教諭と協働し、内容豊かな食育に取り組む。

対象者
等

都費学校栄養職員が配置されていない小・中学校

内容

○非常勤栄養士の配置校 19校（小学校14校 ・ 中学校5校 ※九中夜間学級含む）
　第二瑞光小学校、汐入東小学校（増設）、第六瑞光小学校、第二峡田小学校、第三峡田小学校
　第七峡田小学校、第九峡田小学校、尾久小学校、尾久西小学校、尾久第六小学校、大門小学校、
　第一日暮里小学校、第二日暮里小学校、第六日暮里小学校
  第四中学校、第五中学校、第七中学校、南千住第二中学校、第九中学校(夜間学級)
　・非常勤職員報酬・費用弁償の支出（年末調整を含む）は、職員課に執行委任
　・健康保険料・厚生年金保険料・雇用保険料を確認し、報酬からの天引は、職員課に執行委任
　・貸与被服の一部購入、貸与
　・新規採用者の採用手続き及び退職手続きの事務等

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-01-02 学校栄養職員報酬

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-25 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 8

経過

・平成8年から、栄養士未配置校に非常勤栄養士を配属した。毎年度5人ずつ配置し、10年度において全
　校配置となった。20年度から九中夜間学校、27年度から汐入東小学校（増設）にも配置した。
・平成18年度から、月額報酬を二段階にし、管理栄養士を１種、栄養士を２種とした。
・平成19年度から主任栄養士が設けられ、平成21年度から上級一般が設けられた。
【29年度】　荒川区立学校栄養士（１種）          5人
　　　　　　荒川区立学校栄養士（２種）　　　　　3人
　　　　　　荒川区立学校上級栄養士（１種）　　　4人
　　　　　　荒川区立学校上級栄養士（２種）　　　3人
　　　　　　荒川区立学校主任栄養士（１種）　　　1人
　　　　　　荒川区立学校主任栄養士（２種）　　　1人
　　　　　　荒川区立学校上級主任栄養士（１種）　2人

必要性

　各校、独自に献立作成や食材料の発注等を行い、自校方式で給食を調理しており、栄養士がいないと
給食の運営が成り立たない。アレルギー対応も行っているため、必要性は高い。

実施
方法

1直営

学務課で実施
（健康保険、厚生年金保険、雇用保険に関する事務・支出については職員課福利係が実施）

27年度 28年度 29年度

60,091 60,679 65,586
56,056 56,789 57,273 58,093
54,558 55,867 56,432 56,708

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
非常勤栄養士配置人数（人） 18 19 19 18 19 19 19

27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

共済費 健康保険料・厚生年金保険料 7,440 共済費 健康保険料・厚生年金保険料

報酬 非常勤栄養士報酬 57,205報酬 非常勤栄養士報酬 52,560 報酬 非常勤栄養士報酬

旅費 費用弁償 11 旅費 費用弁償 12

52,860

7,534 共済費 健康保険料・厚生年金保険料 8,153

需用費 貸与被服 36 需用費 貸与被服
旅費 費用弁償 144

8 需用費 貸与被服 51
採用時健康診断 11 採用時健康診断 33

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

254
委託料 採用時健康診断 44 委託料

賃金 臨時職員栄養士賃金
委託料



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

区費非常勤栄養職員配置状況  ( )は配置人数　27年5月1日現在
千代田(6)中央(12)港(13)新宿(20)文京(8)台東(12)墨田(18)江東(35)目黒(1)大田(40)世田谷(57)渋谷(3)
杉並(33)豊島(15)北(24)板橋(37)練馬(53)足立(54)葛飾(38)

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

0 0

区立小･中学校数の2分の1

都費栄養士を含め全校に栄養士を
配置し、未配置をなくす

・非常勤栄養士は、勤務時間が6時間のため、研修や研究会等に参加しにくく最新情報取得の場が少な
　い。アレルギー等の対応も含め、高度な知識と技術が要求される業務のため、情報交換の場や献立検討
　に関する意見交換の場を作ることが重要と考えられる。

非常勤栄養士の配置数 18 19

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 19 3 不明 0

指
　
　
　
　
標 学校栄養士の未配置校 0 0

19 19 19

指標に関する説明

285 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

H15三定「栄養士の常勤化を求める」

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　学校給食の実施を担う人材として今後も配置が必要である。

0

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　アレルギーへの意識をより一層
強化するために、事例検討を実施
する。

　献立ソフトのバージョンアップに
伴う合同研修を行った。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　献立に関する基礎資料作成能力の
底上げを図るべく、合同研修を行
う。

行政費用合計(b) ‐ 56,057 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 56,057

‐ 0

‐

▲ 56,057

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 56,057

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 53,602

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、給与関係費として主に非常勤栄養士報酬52,860千円、社会保険料7,534千円がかかってい
る。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 2,171



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 給食調理業務委託
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 鎌田・小出 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度） 01-01-03 給食調理業務委託

662,271 661,331 684,845

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　給食調理業務を委託することで、学校給食を経済的に実施し、なおかつ多様化する調理業務にきめ細
やかに対応することにより、学校給食の充実を図る。

対象者
等

区立小中学校に在籍する全児童・生徒、教職員

内容

【給食調理業務委託・委託内容】
・給食用食材対面納品　・調理（食物アレルギー対応含む）
・配缶及び運搬　　　　・食器等の洗浄、消毒、保管
・残菜及び塵芥の処理　・施設、設備の清掃及び日常点検

【業者の選定について】
　指名競争入札に係る業者の選定については、都内での学校給食の受託実績や、安定的な人員の確保が
見込めるか等を勘案し、確実に履行できる業者を指名する。また、業務責任者及び副業務責任者に関し
ては、調理師免許（又は栄養士免許）を持つ者を配置できる業者とする。

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-01-02 給食調理業務委託

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-26 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、食品衛生法
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 8

経過

・平成6年度｢荒川区立小中学校給食検討委員会｣及び、平成6年度｢荒川区行財政と区民サービスのあり
　方を考える懇談会｣の検討を踏まえ、平成7年度に説明会等を行い、平成8年度から給食調理業務の委
　託を開始した。
・平成14年度～中学校全校委託完了
・平成16年度～小学校全校委託完了

必要性

　学校給食を経済的に実施し、なおかつ多様化する調理業務にきめ細やかに対応をするため、調理業務
委託を実施する必要がある。

実施
方法

3委託

　直営時に比べて効率的・経済的に調理業務を行うことができ、充実した給食が安定的に実施できるの
で効果は高い。

27年度 28年度 29年度

629,941 650,810 684,845
621,365 617,032 622,558 638,969
618,014 610,040 603,888 632,031

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
小学校給食調理委託学校数 24 24 24 24 24 24 24

27年度

中学校給食調理委託学校数 10 10 10 10 10 10 10

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

委託料 給食調理業務委託 684,845委託料 給食調理業務委託 629,941 委託料 給食調理業務委託 650,810

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　平成17年度、特別区では全区が調理業務委託を導入した。

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

34 34
調理業務委託を活用した給食の多
様化

　他区においても調理業務の委託化が進んでおり、年々実施校が増えている状況にあり、より良い業者を
確保する必要がある。アレルギー対応食の誤食、食中毒、異物混入等の事故を防ぐため、一定レベルの業
者を選定するとともに各学校及び区教委において継続的に指導していく。

給食調理業務委託実施校数 34 34

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標

バイキング給食等特色ある学校給
食実施校数

34 34

34 34 34

指標に関する説明

650,810 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

H17二定　受託業者に専門資格を有する職員の配置、履行状況の確認について

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　より良い業者の選定に努め、安定して給食を提供する必要がある。

34

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　業者の履行状況については毎年度
チェックし、良好な業者については
契約を継続する。

　業者の選定基準に関しては毎年
度精査し、特に新規業者について
は他区での実施状況等を踏まえて
総合的に判断する。

　業者の入替えのあった学校につ
いては重点的に履行状況をチェッ
クしていく。

　教育委員会事務局に業者選考審査
会を設置し、業者の実績や営業規
模、配置職員の資格の有無等を厳密
に審査した。

　２８年度の業者の履行状況に関
し、次年度の継続が可能かどうかを
審査した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　適正な業者の選定について、引き
続き、検討していく。

行政費用合計(b) ‐ 662,107 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 662,107

‐ 0

‐

▲ 662,107

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 662,107

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 11,073

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、物件費として給食調理業務委託650,810千円がかかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 224



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 学校給食の内容充実
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 金子 内線 3338

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度） 01-01-04 学校給食内容充実事業

33,537 33,527 33,687

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　「食育推進給食」の実施により、食育啓発の実践に資するとともに、給食を考える機会及び給食メ
ニュー開発の機会を作るなど給食内容の充実を図る。また、給食費の値上げを回避し保護者の負担軽減
を図る。

対象者
等

区立小中学校に在籍する全児童・生徒の保護者

内容

【食育推進給食】
　区立小中学校の給食において、食育啓発の実践に資する食材・献立等に工夫を凝らした「食育推進給
食（例：和食の紹介、東京産の食材の活用、等）」を提供するにあたり、その実施日の材料費につい
て、年3回を限度とした補助金を、保護者へ交付する。
　小学生（1人あたり）：300円（1回あたり）×3回
　中学生（1人あたり）：330円（1回あたり）×3回

【米の現物給付】
　米の現物給付を行い、給食費の負担軽減を図る（米飯給食４４回分相当量の米）
　　・小学校　児童数×0.086㎏×44回＝総給付量
　　・中学校　生徒数×0.115㎏×44回＝総給付量

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-01-04 学校給食内容充実事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-27 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、食育基本法、荒川区食育推進給
食食材費補助金交付要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 20

経過

　平成20年度の食材等の急騰等を受け、給食内容及び給食費等のあり方について副区長を委員長とした
「荒川区学校給食のあり方検討委員会」を設置した。あり方検討委員会での検討を踏まえ平成20年第3回
定例会に補正予算を計上し、20年度途中から事業を開始した。

必要性

　食育啓発及び給食内容の充実を図る契機として本事業の必要性は高い。また、食材の購入費は減少傾
向になく高止まりしており、上昇しているものもあることから、保護者の負担増を回避するためにも必
要である。

実施
方法

1直営

・学務課及び各小中学校で実施。
・米の現物給付：東京都米穀小売商業組合荒川支部から購入（29年度予算額20,836千円/49,609㎏）

27年度 28年度 29年度

30,972 31,766 33,687
35,376 31,868 30,903 32,716
28,823 30,329 30,223 29,651

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
食育推進給食（公費補助）実施校数 35 35 35 35 35 35 35

27年度

米の現物給付の米飯回数 44 44 44 44 44 44 44

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担器補助等 食育推進給食補助金 10,826 負担金補助等 食育推進給食補助金
需用費 米の現物給付、食育推進物品購入 22,586需用費 米の現物給付、食育推進物品購入 20,146 需用費 米の現物給付、食育推進物品購入 20,850

10,916 負担金補助等 食育推進給食補助金 11,101

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 10,916 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

中央（米支給(小)週2回分相当(中)週3回分相当）、港（米補助(小)1食あたり19円(中)1食あたり24円）
等、目黒（食育補助(小)年801円(中)年999円）、墨田（食育交付金 年間3食分）、板橋（食育推進事業と
して年約169円）、足立（1食あたり5円）、葛飾（パンと麺類の公費補助）

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

0 0

全小中学校で実施済み

・食材費の価格状況や社会情勢等を踏まえて設定している学校給食費について、保護者負担分の増加を必
要最低限に抑えるため、消費税増税に際しては、公費補助となる食育推進給食の補助金額、回数等の実施
方法も精査する必要がある。

食育推進給食実施校数 35 35

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 7 15 不明 0

指
　
　
　
　
標

各校共通給食費保護者負担の１食
単価増減（前年度比・％）

2.8 0

35 35 35

指標に関する説明

20,850 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　学校給食における食育の推進及び食材費の高騰による保護者の負担増
を回避するため優先度は極めて高い。

0

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　引き続き食材費の価格の推移、
消費税の増税等に応じて、必要な
補助(金額、回数)、実施方法を精
査する。

　必要な補助(金額、回数)、実施方
法を精査の結果、平成27年度と同内
容で実施した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　食材費の価格の推移、消費税の増
税等に応じて、必要な補助(金額、
回数)、実施方法を精査する。

行政費用合計(b) ‐ 35,532 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 35,532

‐ 0

‐

▲ 35,532

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 35,532

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 3,691

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、物件費として米の現物給付費・食育推進物品購入費20,850千円、補助費等として食育推進
給食補助金10,916千円がかかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 75



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 給食用一般備品整備
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 鎌田 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度） 01-02-01 一般備品整備

6,458 6,457 6,428

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　教育的目標を持った学校給食の運営にあたり、給食を作る調理機器具、衛生関係品等の必要な備品を
整備し、学校給食を安全・衛生的に供給し、かつ作業を効率化する。

対象者
等

区立小中学校に在籍する全児童・生徒、教職員

内容

・学校給食運営のための調理機器具、衛生関係品等の備品購入
（各校の標準整備備品）
　回転釜、焼もの機、フライヤー、炊飯器、ガステーブル、洗米機、フードカッター、野菜裁断機、
  冷蔵庫、冷凍庫、牛乳保冷庫、食器消毒保管庫、煮沸消毒槽、球根皮むき機、手指消毒機、
　ボイラー、調理台、流し台（2槽、3槽、移動）、調理台、作業台、炊飯台、水切り台、作業車、
　運搬車、食器洗浄機、自動台秤、配膳台、白衣洗濯機など

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-02-01 一般備品整備

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-28 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、学校給食衛生管理基準、大量調
理施設衛生管理マニュアル終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 29

経過

・平成８年度の学校給食衛生管理の基準の改定により、腸管出血性大腸菌Ｏ-157対策として冷凍庫・冷
　蔵庫を一括購入している。
・平成２２年度から、高額備品については、学校給食備品更新事業において更新をしている。

必要性

　調理機器具や衛生確保の物品等は、学校給食を安全衛生的に確実に提供するためには必要不可欠であ
る。

実施
方法

1直営

学務課及び小中学校で実施

27年度 28年度 29年度

6,019 6,087 6,428
17,121 9,301 6,354 6,534
17,101 9,038 7,105 6,298

26年度

球根皮むき機の購入（台）

28年度 29年度

0 6 0

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
野菜裁断機の購入（台） 0 5 2 2 1 3 1

27年度

フードカッターの購入（台） 0 4 3 0 3 3 1
0 0 0 3

煮沸消毒槽(又は殺菌庫)の購入（台） 1 1 3 3 1 0 6

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

備品購入費 給食用機器購入 6,428備品購入費 給食用機器購入 6,019 備品購入費 給食用機器購入 6,087

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

備品の順調な更新で修繕費を抑制

・耐用年数や使用状況等を勘案し、計画的に更新していく必要がある。
・児童生徒数や学級数が想定よりも増えた場合、給食提供のために対応する経費が別途必要となる場合が
ある。

給食備品等物品修繕費（千円） 4,763 4,861

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標

4,763 4,763 4,763

指標に関する説明

6,086 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　給食調理能力を維持する必要があるため、優先度は高い。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　児童生徒数や学級数の変化に応じ
た給食備品を整備し、給食業務を安
定的に履行できるようにする。

　限られた予算の中で優先順位を
付けながら、老朽化した調理備品
の更新を行う。

　各校の給食供給能力と実際の児
童生徒数を照らし合わせ、必要に
応じて調理備品の大型化も検討す
る。

　各校の使用状況を把握したうえ
で、更新計画に基づき調理機器を購
入した。

　児童生徒増や学級増があった学校
については、給食提供が円滑に行え
るよう必要な物品を整備した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　昨年度の更新実績を踏まえて長期
的な計画を立て、安全衛生的な学校
給食が実施できるよう引き続き取り
組む。

行政費用合計(b) ‐ 9,852 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 9,852

‐ 0

‐

▲ 9,852

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 9,852

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 3,691

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、物件費として給食用機器購入費6,086千円がかかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 75



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 学校給食備品更新事業
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 鎌田 内線 3336

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度） 01-02-02 学校給食備品更新事業

37,853 39,177 38,000

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　給食備品の中でも、特に高額備品の老朽化が進んでいる。通常の更新では対応が困難な状況であるた
め、本事業により別途計画的に更新する。

対象者
等

区立小中学校に在籍する全児童・生徒、教職員

内容

・耐用年数を経過した以下の高額備品（定価５０万円以上）の計画的更新
　食器洗浄機、回転釜、食器消毒保管庫、スチームコンベクションオーブン、ボイラー、牛乳保冷庫、
　炊飯器、フライヤー、冷凍庫、冷蔵庫

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-02-02 学校給食備品更新事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-29 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校給食法、学校給食衛生管理基準、大量調
理施設衛生管理マニュアル終期設定 36年度

開始年度 昭和 平成 22

経過

・平成２２年度から計画、事業開始。
・全ての給食備品における計画的な入れ替えのため、平成２４年度からは食器消毒保管庫等の高額備品
も更新計画に含めた。
・平成２８年度、全校スチームコンベクションオーブン導入完了

必要性

　食品衛生上不可欠な備品であること、また、ガス及び電気機器も含まれているため、ガス漏れや漏電
事故を防ぐ必要があることから、耐用年数に準じて計画的に機器を更新する必要がある。

実施
方法

1直営

学務課及び小中学校で実施

27年度 28年度 29年度

37,680 39,061 38,000
4,550 23,280 27,223 40,325
4,410 23,050 33,617 40,231

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
冷凍庫の購入 7 15 2 0 0 2 0

27年度

冷蔵庫の購入 7 18 6 3 1 0 1

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

備品購入費 給食用機器購入 38,000備品購入費 給食用機器購入 37,680 備品購入費 給食用機器購入 39,061

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

高額備品の購入台数

・ボイラー・食器消毒保管庫等の高額備品を中心に、更新が先送りになっている。耐用年数を大幅に経過
　した備品が多数存在するため、長期的な計画に基づき対象備品を更新していく必要がある。
・耐用年数を大幅に経過した備品が多数あり、食器洗浄機（H26.3、H26.8、H27.1）、焼もの機（H25.12、
H29.1）、牛乳保冷庫（H28.1）等、使用不可能となり更新計画とは別に突発的に購入をした経緯がある。
・児童生徒数の増加により給食室の給食提供能力を超えた場合、給食備品の増設や施設改修等が必要にな
る（H19 汐入小校舎増設工事、H21.3 尾久六小の回転釜の大型化、H25.3 汐入東小の食器消毒保管庫追加
購入、H28 三瑞小校舎増設工事）。

対象備品の更新台数 44 32

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標

40 40 64

指標に関する説明

23,448 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　給食備品は調理業務に不可欠な機器であるため、計画的な更新は必須
であり、優先度は極めて高い。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　機器の購入にあたっては、材質
やメンテナンス性など、長期的な
使用を視野に入れて選定する。

　更新計画に基づいたうえで、ス
ケールメリットが働くよう品目ごと
にまとめて購入した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　使用状況等も勘案し、引き続き計
画的に入れ替える。必要に応じ、機
器の能力増強も視野に入れる。

行政費用合計(b) ‐ 27,214 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 27,214

‐ 0

‐

▲ 27,214

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 27,214

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 3,691

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、物件費として給食用機器購入費23,448千円（重要物品除く）がかかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 75



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

報酬 非常勤職員報酬 84,745 報酬 非常勤職員報酬 84,858

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

報酬 非常勤職員報酬 85,839

40 40 40 40
嘱託医数（こども園） 5 5 5 5 5 5 5

嘱託医数（中学校） 56 56 56 56 56 56 56

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
嘱託医数（小学校） 121 121 121 121 121 121 121

27年度

26年度

嘱託医数（幼稚園）

28年度 29年度

40 40 40

83,925 84,201 84,293 84,746

経過

○昭和34年    学校保健法制定に伴い、学校医の設置が初めて明文化された。
○平成 3年度  幼稚園薬剤師の委嘱開始。
○学校統廃合に伴い学校医等の数が減少。平成12年度の嘱託医報酬額の第一次見直しに続き、平成15年
　度第二次見直しを実施した(平成15年度から小中学校の内科・眼科・耳鼻咽喉科については、在籍児
　童・生徒の規模により報酬額を決定する方式に変更した）。
○平成20年度  こども園の委嘱開始。平成23年度よりこども園の内科医報酬額を変更。
○平成24年度  大規模校（児童・生徒数600人以上）の内科・眼科・耳鼻科医報酬額を設定。
○平成26年度　小中学校の歯科医について、学校の規模により報酬額を決定する方式に変更。
○平成27年度  大規模校（児童・生徒数800人以上）の内科・眼科・耳鼻科医報酬額を設定。

必要性

　学校保健安全法により、学校には学校医等を置くものとされており、必要不可欠のものとなってい
る。

実施
方法

1直営

○委嘱　　　　　　医師会、歯科医師会、薬剤師会より推薦を受けた者を教育委員会が委嘱
○報酬費支払　　　毎月末、報酬を指定口座に振込む

27年度 28年度 29年度

84,745 84,858 85,839
84,034 84,484 84,732 85,308

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法、荒川区非常勤職員の報酬及
び費用弁償に関する条例施行規則終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 34年度 根拠
法令等

政策 04

01-01-01 嘱託医報酬

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-30 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

85,676 85,676 85,839

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　区立小中学校・幼稚園及びこども園における児童・生徒・園児の健康保持を図るため、学校医、学校
歯科医及び学校薬剤師（以下「学校医等」）を委嘱する。

対象者
等

区立小中学校・幼稚園及びこども園の学校医等

内容

○委嘱科目等　内科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科、薬剤師、精神科（小学校、中学校各１名）
○委嘱者数　・小学校121名（5科目×24校、精神科医1名）
　　　　　　・中学校 56名（5科目×11校、精神科医1名） ※九中夜間学級を1校として計算
　　　　　　・幼稚園 40名（5科目×8園）
　　　　　　・こども園5名（5科目）
○職務内容　・学校医　　　　　健康診断及び年間を通じた保健指導や健康相談等
　　　　　　・学校歯科医　　　歯科及び口腔の健康診断、健康相談、う歯予防事業等の保健指導等
　　　　　　・学校薬剤師　　　環境衛生検査、薬事衛生や公衆衛生における学校への指導、助言等
○月額報酬額　在籍児童、生徒規模等に応じて　　・学校医　　　　10,200円～57,100円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・学校歯科医　　10,200円～46,280円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・学校薬剤師　 　5,800円～21,900円

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

事務事業名 嘱託医報酬
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 大塚 内線 3338

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

01-04-01 嘱託医報酬
01-01-01 嘱託医報酬



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

備
考
行政費用では、給与関係費として非常勤職員報酬84,858千円がかかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 93

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 89,565

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 89,472

‐

27年度 28年度

0

　引き続き、学校医等と連携を図
り、児童生徒の健康保持等、学校保
健の充実に努めていく。

行政費用合計(b) ‐ 89,565 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 89,565

‐ 0

‐

▲ 89,565

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　学校保健安全法第23条の規定に基づき、引き続き設置する。

100

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　学校からの密な連絡や学校医の
訪問機会の増加を促し、連携体制
の充実に努めていく。

　学校医等と連携して学校保健の充
実に努めることが概ねできた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 学校歯科医充足率（％） 100 100

100 100 100

指標に関する説明

100 100

学校医人数/学校数

学校歯科医人数/学校数

　児童・生徒の健康保持等、学校保健の充実を図るため、今まで以上に学校医との連携体制を強化してい
く必要がある。

学校医充足率（％） 100 100

学校薬剤師人数/学校数学校薬剤師充足率（％） 100 100 100 100 100

平成28年度に実施した
改善内容および評価

差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目
‐

物件費 ‐
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0 ‐

‐



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 学校保健管理費
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 小林、田代、大塚、山口 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

01-05-01 保健管理費
01-02-01 保健管理費

9,944 13,156 11,023

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　学校（幼稚園）施設の衛生管理及び保健室に必要な予算の計上を行い、学校（幼稚園）の良好な教育
環境を構築する。

対象者
等

区立小学校２４校　区立中学校１０校　区立幼稚園８園　区立こども園１園

内容

・AED購入…小中学校,幼稚園及びこども園にAEDの購入配置（消耗品・備品購入費）
・汚物処理…トイレの使用済み生理用品を週に１度回収（役務費）
・給水施設水質検査…簡易専用水道等の水質及び水槽等外観検査等を年に１回実施（役務費）
・保健室用寝具乾燥消毒…保健室の寝具を各学期に１回乾燥消毒（役務費）
・教室害虫駆除…害虫が発生した際、発生教室の消毒を行う（委託料）
・オージオメーター校正委託…定期健康診断に使用する聴力検査器の校正を年に１回実施（委託料）
・室内化学物質測定…教室等の化学物質濃度を測定（委託料）
・ダニ検査…教室のカーペット等のダニ及びダニアレルゲン検査を年に１回実施（委託料）
・健康診断用器具滅菌・保管・配送…健診器具を保管し、必要な時期に配送・回収及び消毒処理を行う
（委託料）
・樹木害虫駆除…樹木に害虫が発生した際の剪定、消毒の実施（委託料）

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-02-01 保健管理費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-31 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法
学校保健安全法施行規則終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 34

経過

・平成 5年度  人工蘇生器を小中学校に配置。
・平成 6年度  検診器具滅菌委託を開始。
・平成７年度  保健室用寝具乾燥委託を開始。
・平成15年度  室内化学物質測定を開始。
・平成17年度　ダニ検査を開始。小中学校にAEDを配置。
・平成19年度　検診器具滅菌委託を歯科検診･就学就園時検診分も開始。
・平成20年度　幼稚園こども園にAEDを配置。
・平成24年度　携帯用酸素供給器を購入し小中学校へ配付。
・平成26年度　人工蘇生器を廃棄。（小中学校全校分）
・平成29年度　上腕式電子血圧計とパルスオキシメーター(小学校は小児対応のもの)を小中学校へ配置

必要性

　児童・生徒・園児の健康を維持するために、学校環境衛生基準に基づく環境の構築及び、施設の衛生
管理を行う必要がある。

実施
方法

2一部委託

消耗品費、役務費及び備品購入費は学校へ令達又は学務課が実施。樹木害虫駆除は、防災都市づくり部
へ執行委任。健診用器具滅菌委託:鴻池メディカル㈱（2,226千円）他

27年度 28年度 29年度

8,349 11,847 11,023
11,844 13,164 10,047 13,058
8,791 10,441 9,224 11,190

26年度

給食室の衛生検査の件数(件)

28年度 29年度

105 108 108

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
教室の照度･騒音検査の件数(件) 172 172 172 172 172 172 172

27年度

教室の空気検査の件数(件) 176 176 176 176 162 176 176
111 111 111 114

簡易専用水道検査の件数(件) 39 39 39 39 38 38 38

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

役務費 汚物処理、水質検査等 2,534 役務費 汚物処理、水質検査等

需用費 血圧計等保健室消耗品購入 2,126需用費 寝具等保健室消耗品購入 462 需用費 ＡＥＤパット等保健室消耗品購入

委託料 樹木消毒、検診器具滅菌等 3,465 委託料 樹木消毒、検診器具滅菌等 3,925

2,005
2,474 役務費 汚物処理、水質検査等 2,962

備品購入費 オージオメータ買替等 1,888 備品購入費 増設校舎用物品、ＡＥＤ等

委託料 樹木消毒、検診器具滅菌等 4,435
3,443 備品購入費 保健室用備品 1,500

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　学校安全保健法及び学校環境衛生基準に基づき各区で実施している。

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

2 2

教室の照度・騒音・空気検査、給
食室の衛生検査

簡易専用水道検査（書類整備除）

　平成28年度の不適件数が多かったものとして、（１）給食室の食器から検出された残留澱粉・残留脂
肪、（２）冬期教室の湿度、（３）教室内の二酸化炭素濃度があげられる。
　（１）を解決するためには、古い食器の買い替えの他、毎日の調理内容にあわせた洗浄方法の工夫が必
要である。（２）及び（３）については、冬期教室内での湿度の確保と定期的な換気が必要であるため、
引き続き各校へ通知を通して適切な教室環境の維持について働きかけていく。

教室環境検査結果の不適件数(件) 105 117

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 水道施設検査結果の不適件数(件) 3 3

100 100 50

指標に関する説明

11,847 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　児童生徒・幼児の体調不良や負傷に対応する保健室の運営費及び法律
に定められた環境検査にかかる費用であり、学校運営上必要である。

2

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　対応報告書の提出の徹底。
学校薬剤師と連携し、具体的な改
善方法を指導する。

　学校薬剤師と連携し、具体的な改
善方法の指導をし、不適施設に対応
報告書の提出を求めることとした。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　引き続き学校薬剤師と連携し、不
適施設には具体的改善方法を指導す
る。

行政費用合計(b) ‐ 22,203 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 22,203

‐ 0

‐

▲ 22,203

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 22,203

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 10,150

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、物件費として保健室用消耗品費等2,005千円、水質検査等2,474千円、検診器具滅菌等3,925
千円、保健室用備品費3,443千円がかかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 206



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 児童生徒健康診断
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 小林 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

01-05-02 各種検診費
01-02-02 各種検診費

26,584 25,574 25,371

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　児童、生徒、幼児の疾病の予防と早期発見のため検査を実施し、健康の保持増進を図り、もって学校
教育の円滑な運営に資することを目的とする。

対象者
等

荒川区立小中学校及び幼稚園に在籍する児童、生徒及び園児

内容

【検診名】　　　　　　【対象者】
腎臓検診・・・・・・小学生・幼稚園児全員
心臓検診・・・・・・小中学一年生、一部他学年
聴力精密検査・・・・一次検査要精検者
結核精密検査・・・・結核対策委員会の要精検者
脊柱側わん検査・・・小学五年生、中学一年生
貧血検査・・・・・・中学一年生
歯科健診・・・・・・小学生・幼稚園児全員
色覚検査・・・・・・小学四年生、中学二年生

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-02-02 各種検診費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-32 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

学校保健安全法
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 34

経過

・昭和34年 　 学校保健法制定に伴い、実施が義務づけられた。
・昭和47年度  心臓検診開始（昭和51年からは、学校保健法の一部改正により実施が義務づけ）。
・昭和53年度  脊柱側わん検診のモアレ撮影を開始。
・昭和54年度　貧血検査を開始。
・平成15年度　学校保健法の一部改正により結核検診方法を変更し、BCG予防接種を廃止した（問診票
　　　　　　　調査により、結核対策委員会で要検討者を抽出し、検討結果で要精密検査対象者が区内
　　　　　　　医療機関で受診する）。
・平成21年度　歯科健診について、健診時、各校での事務補助員の配置を開始
・平成28年度　学校保健法の一部改正に伴い、座高測定、寄生虫卵検査を廃止。四肢
　　　　　　　の状態（運動器）に関する検診の実施。色覚検査を開始。

必要性

　学校教育を円滑に実施するためには、児童、生徒、幼児の健康管理は、必要不可欠である。また、学
校保健安全法第13条に「学校においては、毎学年定期に、児童生徒等（通信による教育を受ける学生を
除く。）の健康診断を行わなければならない。」と定められている

実施
方法

2一部委託

・児童生徒幼児健康診断業務：荒川区医師会（23,736千円）
・腎臓検診、聴力精密検査、結核精密検査等

27年度 28年度 29年度

24,986 23,842 25,371
25,003 25,510 24,635 26,350
22,268 23,649 23,589 24,199

26年度

幼稚園児数(5/1)

28年度 29年度

538 611 640

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
小学校児童数(5/1) 8,138 8,099 8,188 8,244 8,434 8,552 8,686

27年度

中学校生徒数(5/1) 3,151 3,155 3,194 3,303 3,311 3,313 3,300
633 605 585 539

こども園児数(5/1) 203 218 212 198 195 179 162

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 消耗品費 74 需用費 消耗品費
報償費 委員報償費 1,342報償費 委員報償費 1,217 報償費 委員報償費

委託料 各種検診費 23,695 委託料 各種検診費 22,478

1,246
119 需用費 消耗品費 172

委託料 各種検診費 23,857

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 1,246 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

38 38

三次検査の結果、医療の要する者

三次検査の結果、医療の要する者

　生活習慣病の低年齢化など児童、生徒の疾病状況が変化する中で、状況の変化に対応した児童、生徒の
健康管理に努める必要がある。

腎臓検診（有所見者数） 24 30

精密検査の結果、結核の疑いのあ
る者

結核検査（有所見者数） 0 0 0 0 0

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 心臓検診（有所見者数） 35 42

24 26 26

指標に関する説明

22,597 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

H18二定　児童生徒のぜん息及び尿蛋白被疾患率の高さを分析し、子どもの健康づくりの課題と対策を明
         らかにすること
H27一定　色覚検査の重要性を保護者に周知すること

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　学校保健安全法第１３条により実施する義務がある。

38

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　医師会での腎臓検診３次検査項
目を見直し、保護者や児童等の負
担軽減を図る。

　結核精密検査対象者について、養
護教諭と連絡を取りあうことにより
全員受診させることができた。（転
校等で不可能の児童等は除く）

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　結核精密検査対象者が、もれなく
精密検査を受診するよう、養護教諭
と意識を合わせていく。

行政費用合計(b) ‐ 30,433 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 30,433

‐ 0

‐

▲ 30,433

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 30,433

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 6,459

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、物件費が多くなっている。内訳としては検診用消耗品費119千円、各種検診委託費22,478千
円となっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 131



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 学校健康会費
部課名 教育委員会事務局学務課 課長名 小堀
担当者名 田代 内線 3337

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

01-06-01 学校健康会費
01-03-01 学校健康会費

11,546 11,556 11,543

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　学校安全の普及充実を図るとともに、学校の管理下における児童・生徒・園児の負傷、疾病及び死亡
に対して必要な給付を行い、学校教育の円滑な運営に資することを目的とする。

対象者
等

区立小中学校に在学している児童生徒、幼稚園及びこども園に在園している園児

内容

○災害共済給付金 　学校管理下における児童・生徒・園児の怪我等に伴い、学校を経由して保護者に
    　　　　　　 　対して支給
   ・医療費　　　  センターからの給付額は健康保険の医療費の範囲を基準に医療費総額の10分の４
                   ただし、医療費総額が500点（5,000円）以上のもの
   ・障害見舞金　  障害の程度に応じて82万円～3,770万円
   ・死亡見舞金　 　2,800万円（通学途中及び突然死の場合は半額）
　 ・掛金単価　　 　16年度まで　　一般　875円／人　　準要保護　665円／人　　要保護　65円／人
     　   　   　 　17年度から　一般　945円／人　　準要保護　715円／人　　要保護　55円／人

○緊急移送費  　　学校管理下における児童・生徒・園児の負傷、疾病のうち救急車を利用する程で
                  はないが、緊急かつ安静に医療機関に移送する場合、その移送にかかる実費を支給

心豊かにたくましく生きる子どもの育成と生涯学習社会の形成

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 04

01-03-01 学校健康会費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 13-03-33 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 04 児童生徒の健康づくりと体力向上

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅱ 子育て教育都市

独立行政法人　日本スポーツ振興センター法
（平成１４年法律第１６２号）終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 61

経過

○平成8年度より救急車を要請する程の怪我ではないが、歩行困難な場合に対応するため、緊急移送費
  （使用料及び賃借料）を開始。
○平成17年度より災害共済給付掛金及び死亡･障害見舞金を改定。
 ・掛金の改定･･･上記のとおり
 ・死亡･障害見舞金の改定･･･死亡見舞金2,500万円⇒2,800万円
　　　　　　　　　　　　　 障害見舞金１級3,370万円⇒3,770万円(最高)
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　14級73万円⇒82万円(最低)

必要性

　学校の管理下における児童生徒等の災害について共済給付を行うことにより、学校教育の円滑な運営
を図るため必要である。

実施
方法

2一部委託

【災害共済給付金】保護者・学校（災害報告書等、申請書類を提出）→区を経由→センター（審査・給
付決定）→区を経由→学校へ給付金振替→保護者へ保険金を給付

27年度 28年度 29年度

11,225 11,343 11,543
11,202 11,066 11,048 11,387
10,761 10,773 10,946 11,088

26年度

給付金額（小･中･幼･こ）単位：千円

28年度 29年度

9,613 6,061 5,957

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
災害状況（小･中･幼･こ） 478 488 445 530 530 570 550

27年度

給付件数（小･中･幼･こ） 950 932 849 953 971 1082 1,000
6,735 8,641 8,861 8,000

緊急移送費件数（小･中･幼･こ） 110 122 123 93 90 96 95

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

使用料等 緊急移送費 144 使用料等 緊急移送費

使用料等 緊急移送費 198需用費 実務相談追録 13 需用費 実務相談追録

負担金補助等 共済掛金 11,068 負担金補助等 共済掛金 11,181

13
149 負担金補助等 共済掛金 11,345

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 11,181 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

150 150

・各園小中学校から保護者への積極的な周知と、遅滞ない請求処理を学務課から各園小中学校へ促す。
・災害給付金について、治療に要した医療費の１割分を怪我に対するお見舞金として支給していることが
保護者に十分に認識されていないため、制度のお知らせや給付に係る必要書類等について周知徹底が必要
である。

事故件数（小学校） 371 362

事故件数（合計） 511 508 553 530 500

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 事故件数（中学校） 140 146

379 380 350

指標に関する説明

162 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

H21決特「制度の周知徹底を」

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　教育活動における負傷に伴う医療費の保護者負担を軽減するものであ
り継続する必要がある。

174

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　積極的に制度を利用してもらえ
るよう制度の周知を図り、保護者
へ配布する制度のお知らせについ
て内容を精査する。

　怪我等の発生時に養護教諭から保
護者へ制度利用の周知をしてもらう
ようにした。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　保護者へ配布する制度のお知らせ
について、わかりやすい表記を検討
し、配布方法や配布時期の見直しを
行う。

行政費用合計(b) ‐ 16,992 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 16,992

‐ 0

‐

▲ 16,992

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 16,992

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 5,537

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
行政費用では、主に補助費等として災害共済掛金11,181千円がかかっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 112


